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メインになるとは思いますが、そういった野菜

の生産・販売につなげていきたいと、その際に

は、ぜひ農福連携ということで、障がい者の方

の雇用の場にも資するようにしていきたいなと

思っております。 

 その際に、じゃあ管理運営どうするかといっ

た場合は、当然市で直営で運営するってことは、

それをできる人間もいませんし、指定管理の募

集をしなきゃいけないと思ってますが、そのと

きの募集をどうするかというのは、今の段階で

はほぼ白紙の状況ではございますが、例えばで

すが、菜なポートなどを運営していただいてい

る置賜地域地場産業振興センターと、あとノウ

ハウを持ってるところと一緒になってやるとい

うことなどが、その後の流通なども、あるいは、

ぜひハウス園芸と技術を学びたいという新規就

農者のことも考えると、純然たる民間だけでは

なく、市の関連の団体と民間企業と一緒になっ

て運営していったほうが、その後の第２、第３

の展開を考えれば、そういった在り方もあるの

かなと、今の段階で考えてるところでございま

す。 

○浅野敏明議長 ６番、金子豊美議員。 

○６番 金子豊美議員 ぜひそういったほうも検

討しながら今後進めていただきたいと思います。 

 最後になりますけども、この指定管理者制度

の導入については、私はうまくいってるなと評

価をしております。古きよきものを継承しなが

ら新しい風を吹き込むのが指定管理者ではない

かなと私は思っております。ぜひ今後もよい方

向に進むことを期待しながら、私の質問を終わ

らせていただきます。ありがとうございました。 

 

 

 平 進介議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次に、順位９番、議席番号９番、

平 進介議員。 

  （９番平 進介議員登壇） 

○９番 平 進介議員 共創長井の平 進介でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 今定例会の一般質問は、大きく３点について

伺います。 

 初めに、１番目の空き家対策に係る住宅用地

特例の適用除外についてお尋ねいたします。 

 空き家対策については、５年前の平成30年３

月定例会においても質問しておりますが、この

たびは、特に住宅用地特例となっている固定資

産税等の適用除外に的を絞り質問いたします。 

 長期にわたって人が住んでいない空き家は、

平成30年、2018年調査の段階で349万戸あると

言われております。今後は、人口減少に伴い空

き家も増加し、令和12年、2030年には470万戸

にまで増えると推定されております。特に老朽

化した木造の一戸建て住宅の対策は喫緊の課題

であり、待ったなしの状況となります。 

 こうした空き家対策に向け、国においては平

成26年に空家等対策の推進に関する特別措置法

を制定し、平成27年に施行しております。これ

を受け、特別措置法に規定する必要な措置の勧

告の対象となった特定空家等の敷地の用に供す

る土地について、市町村民税である固定資産税、

都市計画税を住宅用地特例の対象から除外する

こととなったようであります。 

 さらに、適切な管理が行われていない空き家

が放置されることへの対策として、特定空家と

指定する前に固定資産税等の特例措置を除外す

る動きがあると仄聞しております。こうした動

きがあることを踏まえ、以下お尋ねいたします。 

 最初に、（１）空き家対策に係る固定資産税

等の法律改正等の経緯と改正内容はについて、

税務課長にお聞きいたします。 

 ただいま申し上げましたように、国において

は、空き家対策として空家等対策の推進に関す

る特別措置法を制定しております。この法律に
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より地方税法が改正されていると聞き及びまし

たので、空き家対策と市町村民税である固定資

産税及び都市計画税がどのように改正されたの

か、改正の内容について、経緯を含めお聞きい

たします。 

 また、住宅用地特例の概要についてもお聞か

せください。 

 次に、（２）老朽危険度判定別空き家等戸数

の状況はについて、建設課長にお聞きいたしま

す。 

 昨年９月定例会において、市内の空き家件数

等の資料を頂きました。それによると、令和４

年３月31日現在、空き家等戸数は462戸で、う

ち老朽危険度が最も高いランクＤは49戸で、割

合は10.6％ということでありました。約１年が

経過した現在、どのようになっているのか建設

課長にお聞きいたします。 

 また、空き家対策の強化策として、適切な管

理が行われていない空き家に対しても住宅用地

特例の対象から除外すべく、空家等対策の推進

に関する特別措置法の改正が行われると仄聞し

ておりますが、その辺の動向についてもお聞か

せください。 

 次に、（３）危険空き家を増やさない方策の

一つとして、住宅特例措置の適用除外を推進す

べきについて、市長に伺います。 

 地方税法上では、既に空き家対策として、固

定資産税及び都市計画税について、人の居住用

に供する家屋の敷地に適用されている住宅用地

特例については、地方自治体の判断で、その対

象から適用を除外することができるようになっ

ているようであります。 

 住宅用地特例については、後ほど税務課長か

らの答弁にあると思いますが、例えば、固定資

産税であれば、住宅の敷地が200平方メートル

以下の部分については６分の１に、200平方メ

ートルを超える部分については３分の１に軽減

されるというものであります。 

 空き家対策について、本市では、空き家の除

却費用の補助や空き家・空き店舗活用推進事業

として、家財片づけ支援補助などを行っている

ほか、空き家を有効活用するための空き家バン

ク登録の推進を図っておりますが、なかなか目

に見えるようには進んでいないのが実情だと思

っております。 

 老朽化した危険空き家がそのまま放置された

状態は、近隣に住む人たちへの直接的な危険と

ともに環境面でも影響が出てまいります。空き

家の所有者からの視点で見れば、放置する要因

の一つに、住宅用地特例があると感じておりま

す。更地にすると固定資産税が６倍になるとの

思いがあるからです。 

 私は、空き家の所有者に再度空き家に対する

認識を持っていただくためにも、法律で適用さ

れている住宅特例措置の適用除外を推進すべき

ではないかと思いますが、市長の見解を伺いま

す。 

 なお、全国的には住宅特例用地の適用を除外

している自治体は少なく、県内で実施している

自治体はないと仄聞しております。そこで、内

谷市長におかれましては、県市長会の副会長に

再任されたということでありますので、ぜひイ

ニシアチブを取っていただき、県内の市におけ

る実施に向けご尽力いただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 次に、２番目の森林資源デジタル化の推進に

ついてお尋ねいたします。 

 森林の有する公益的機能は、地球温暖化のみ

ならず、国土の保全や水源の涵養等、国民に広

く恩恵を与えるものであり、我が国の国土や国

民の生命を守ることにもつながります。 

 本市は、面積214.67平方キロメートルのうち

森林面積が146.52平方キロメートルで、約７割

を占め、その内訳は、国有林が約60％の89平方

キロメートル、民有林が約40％の57平方キロメ

ートルとなっております。また、民有林のうち
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約22平方キロメートルが、東山分となっており

ます。 

 日本の国土面積に占める森林面積の割合は約

７割となっており、本市とほぼ同じ割合となっ

ております。国土の７割を占める森林の公益的

機能や国土の保全、水源の涵養等、さらに環境

にも配慮した施策を推進する必要があります。 

 そこで、初めに、（１）森林環境税及び森林

環境譲与税創設の経緯はについて、当該制度の

創設の概要について、農林課長にお聞きいたし

ます。 

 次に、（２）本市への譲与税額と基金積立て

等の状況はについて、同じく農林課長にお聞き

いたします。 

 以前この森林環境税制度が立ち上がるときに、

当時の農林課長からは、森林環境譲与税は、当

面積み立てておくというような説明を受けた記

憶があります。制度の運用が始まった今、本市

の森林環境譲与税はどのように使途されている

のかお聞かせください。 

 また、今年度末の基金残高の見込みについて

もお聞かせください。 

 次に、（３）防災にもつながる森林資源デジ

タル化を積極的に推進すべきではについて、市

長に伺います。 

 手入れの行き届いていない森林について、市

町村が森林所有者から経営管理の委託を受け、

林業経営に適した森林は、地域の林業経営者に

再委託するとともに、林業経営に適さない森林

は、市町村が公的に管理するという制度の森林

経営管理制度については、県で推進協議会を組

織して支援等を行っているようでありますが、

市町村の進捗状況にはかなり温度差があると仄

聞しております。 

 そうした中で、森林の適正な管理に必要な高

精度の森林資源情報であるデジタルデータの整

備に向けた動きがあります。実際に今年度から

県の事業として航空レーザ測量が始まっており、

今年度は庄内、来年度は置賜が計画区域となっ

ているようであります。 

 現在でも民有林の自分の山がどこにあり、境

界がどこにあるのか分からないといったことが

相当数あるのではないかと思います。今後ます

ます放置が危惧される多くの民有林に相続が重

なれば、今以上に境界等の設定は難しくなりま

す。早い機会に正確な測量を行っておく必要が

あると思います。 

 加えて、レーザー測量を行うことにより、三

次元での解析により、土砂災害等の危険区域や

洪水等による危険区域の把握が可能となるので

はと期待しております。データ解析により、治

山のための工事や土砂災害等を防ぐ砂防ダムの

工事など、防災・減災に向けた国、県への要望

を行う際の重要なバックデータとなるものだと

思います。 

 本市は、ＤＸ、デジタルトランスフォーメー

ションに積極的に取り組んでいる自治体であり

ます。ぜひ災害等を未然に防ぐ、市民生活の安

全安心にも資する森林資源デジタル化に積極的

に取り組むべきではないかと思いますが、いか

がでしょうか。 

 次に、３番目の主権者教育の一環としての少

年議会についてお尋ねいたします。 

 去る２月12日の日曜日、この議場を会場に長

井の未来を育む少年会議が開催されました。メ

ンバーは、長井南・北中学校の３年生それぞれ

４人、長井工業高校の２年生４人、長井高校の

１年生４人の計16名で、４つのグループに各校

１人ずつ入り、グループごとに長井市をよりよ

くするためのアイデアなどが発表されました。

聞くところによりますと、昨年内谷市長の講話

を聴講したそれぞれの学年のアンケートの結果

に基づきグループワークを行い、発表したとお

聞きいたしました。私も傍聴しましたが、なか

なか面白いアイデアがあるなと感心したところ

であります。それでも、これまで開催してきた
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少年議会とはいささか違うという印象を受けま

した。 

 そこで、（１）少年議会から少年会議に変更

した経緯はについて、地域づくり推進課長にお

聞きいたします。 

 次に、（２）少年議会は、意識を高める主権

者教育の一環ではについて、市長に伺います。 

 ３年ぶりに開催された少年たちによる提言は、

忙しい毎日の合間を縫って、土日に集まって相

談してまとめてきたとお聞きいたしました。各

グループに若手市職員がサポートとして支援に

入ったことから、少年の中には将来市職員にな

りたいという人もいたということであります。

大変すばらしいことだと思います。 

 しかし、それでも少年議会とは少し異なると

の思いを持ちました。少年議会は、提言と同時

に議員という立場での主権者教育という面もあ

るのではないかと思うからであります。市のま

ちづくりに提言いただくにしても、議員という

立場があって提言を行うという点では、少年議

員の気持ちの根底の部分では変わってくるので

はないでしょうか。遊佐町の少年議会のように、

町長も選挙で選ぶという仕組みにはなっており

ませんが、これまでの少年議会では、少年議員

という重みを感じて議場に立って提言されてき

たのではないかと思っているところであります。 

 加えて、平成28年、2016年に施行された、選

挙年齢が18歳以上となっても、依然県内の18歳、

19歳の投票率は低い状況と言われております。

長い目で見た少年議会が投票率向上の一助にな

ればとも思いますが、市長の見解をお伺いいた

します。 

 次に、（３）これまでの少年議員のアンケー

ト調査を行い、分析してはについて、市長に伺

います。 

 平成16年度から始まった少年議会は、コロナ

禍で開催できなくなる前の令和元年度まで16回

開催されているようであります。この間の少年

議員数は、例えば、１開催当たりの議員を14名

とすれば、16回の開催で224名の少年議員が誕

生したことになります。現在では30歳を過ぎた

方もおられます。 

 私は、200名を超える少年議員にアンケート

調査を行い、当時の思いと現在の長井市に対す

る思いなど、少年議員となって変化があったの

かなどについて分析することも、今後のまちづ

くりやこのたび開催された少年会議の方向性を

検討する上でも必要ではないかと思いますが、

いかがでしょうか。市長の見解をお伺いいたし

ます。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 平 進介議員から、大きく３項

目にわたりまして、９点ほどご丁寧にご質問い

ただきました。私のほうからは、３項目３点、

お答えを申し上げたいと思います。 

 まず最初に、空き家対策に係る住宅用地特例

の適用除外についてということで、私からは、

（３）の危険空き家を増やさない方策の一つと

して、住宅用地特例の適用除外を推進すべきで

はないかというご提言でございます。 

 議員からも空き家等についてはいろいろ詳し

く説明いただきましたけども、実は、これは私

の責任でもあるんですけども、長井市のいろん

な施策の中で、やっぱりちょっと遅れてるなと

いうのは四、五点もちろんあるんですけども、

その中の一つが空き家対策と、２番目の森林関

係なんですね。一番痛いところをご指摘いただ

いたなということで、大変恐縮しているところ

ですけども。 

 現在、国のほうでは参議院の会議が国会開催

中でございますけれども、国のほうの動きとい

たしましては、空家等対策の推進に関する特別

措置法、この改正を、これはまさに平議員がお

っしゃるような改正について検討されているよ
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うで、これらがそう遠くない将来、また少し国

の考え方も前に進むのかなと思っております。 

 ただ、まず最初に、端的に結論を申し上げま

すと、やはり、空き家というのはＡ、Ｂ、Ｃ、

Ｄランクがあるわけですね、４段階。それで、

Ｄランクについては、危険空き家と認めた場合

は、その審査会を開いていただいて、それで勧

告をするということしかしてないんですね。勧

告された空き家については、国とそして市のほ

うで支援して、補助を受けて取り壊すというこ

となんですけども、そういった状況、後で少し

数字のほうも申し上げますけれども、そこまで

というのは、やっぱり実は最悪なわけですね。

結局その空き家というのはずっと放置されたま

まで、周りに迷惑をかけるので危険空き家とす

るわけですが、正直なところ、そこを市でお金

を出して空き家にするというのは、これは一番

悪いやり方だなと思ってます。 

 ですから、その前の、空き家になった段階か

ら、できるだけその空き家をうまく活用すると

いうことで、もちろん我々長井市役所でも努力

はしているんですが、いかんせん空き家がどん

どん増えてく中で、400戸を超えていますから

ね、その中で、大体７割ぐらいは、その空き家

の持ち主というのは周辺とか県内、あと３割、

４割ぐらいは遠いところに住んでいると大体分

析されているんですけども、なかなか連絡を取

りにくくなるわけですね、時期がたてばたつほ

ど。 

 そして、多分一番空き家が放置される理由は、

その空き家に住んでおられた方が、例えば亡く

なる、あるいは施設に入られるということで空

き家になったと。そこのご家族がいた場合でも、

ご家族は、どこか近くではない、遠いところに

いると。近くにいたとしても、その空き家を整

理することができないんです。まずはおうちの

中ですよね。例えば、もう仏壇から全部、生活

のあれがそのままあるわけですね。これを整理

するというのは非常に難しい。そういう理由で、

実は、空き家を売ったり貸したりできないとい

うのが多分多いんじゃないかなと思います。 

 昨年の第５回のビジネスチャレンジコンテス

トで、ビジネス部門で部門賞を取られた、これ

は空き家の中を整理するビジネス、これはもう

会社立ち上げて、市内の会社ですが、どれぐら

いのご利用はあるかですが、これ大変安価に、

しかも丁寧に整理をしていただけるというよう

な会社が出たので、これを機に、令和４年度あ

たりは、少しその空き家をうまく活用できるよ

うな、空き家バンクなどの充実を図りたいと思

っていたんですが、なかなかこれは難しかった

です。やっぱり、市の職員だけではもう限度が

あるってことですね。これだけ仕事をいっぱい

抱えてる中で、空き家の持ち主に連絡して、今、

電話しても出ませんからね、うちに行っても出

てくれませんしね、分かると思います、これか

ら選挙ですから。例えば、支持者のところに行

くにしても、もうなかなか出てくれませんよ。

夕方５時、６時で鍵かかってる。誰かいるみた

いだな、そんな状況の中で空き家バンクを整理

するのは非常に難しい。 

 だから、そこで私どもは、やっぱり地元の宅

建業会の皆様のお力をお借りしたりとか、ある

いはその地区の皆さん、民生・児童委員の皆様

ということなどもしましたが、なかなかうまく

いきませんでした。これからは、ぜひ今度コミ

ュニティセンターさんにもお力添えをいただい

て、順次これを整理をして、うまく生かしたい

と思っております。 

 したがって、結論から申し上げますと、やっ

ぱりあんまり乱暴なことはできないと。やはり、

その持ち主の方が遠くにいらっしゃって、もう

どうしようもないという場合でも、何とか連絡

取って、そして、こうしますからお願いします

と、いろいろな形でそれを使わせていただくよ

うなことをしないうちには、乱暴に、じゃあ、
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これ法律でも可能だから、固定資産税、特例措

置なくなりますよというのも、これはちょっと

あまりにも大変かなと思ってまして、したがっ

て、もう少しできることをやって、そして法改

正を見ながら、どこかの時点でね、やっぱりこ

れ以上空き家を増やさないということでしなき

ゃいけないと思いますが、今それをやるという

ことが果たして本当にいいのかと。やっぱり、

その空き家の方たちも、多分、例えば、その空

き家の持ち主の家族で、嫁に行って、隣町にい

る方とかいらっしゃるんです。ただ、長男は東

京にいるとか、とにかく一つ一つにいろんな事

情があるんですね。ですから、それを一方的に

ぽんってやるのはどうかなというふうに私は思

っております。 

 すみません、長くなりましたけれども、特定

空家等に関する住宅用地特例の適用除外につき

ましては、倒壊する危険や衛生面で有害など管

理不全となっている空き家の除去や適正管理、

利活用促進のため、平成27年の地方税法改正に

より、特定空家等が所在する土地について、除

去や修繕等の勧告の手続を行った場合に、固定

資産税及び都市計画税の住宅用地特例を適用除

外すると、これは議員からあったとおりでござ

いますが、これ読むと時間がなくなるので、よ

ろしいですかね、大体伝わったかと思うんです

が。 

 ただ、まだまだ、４ランクあるうち２ランク

ぐらいまでは、中を整理すると使えるはずです。

だって、整理ができないので、それはぜひ、市

内にそういう会社ができたので、今年はできま

せんでしたが、来年も予算にはないんですが、

ぜひ補正でも、もしよろしかったら議会にお認

めいただいて、そういうことで整理して活用す

るという場合は補助するような、そういったこ

となども検討していきたいと思いますので、あ

と法改正を待って、もう少し慎重にしたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 次、２点目の森林資源デジタル化の推進につ

いてということで、これもまた大変痛いところ

をご指摘いただきまして、議員からは、防災に

もつながる森林資源デジタル化を積極的に推進

すべきではないというご提言です。これは、議

員からもありましたように、国のほうで、法律

としてやっぱりちゃんと、その字界を分かるよ

うな、そういう整理をしなさいということで、

目的税、森林保有税とかですね、そういったと

ころ、環境税とかつくっていただいたわけです。 

 いかんせん我が市の長井市は、一番少ないん

ですね、年間800万円なんです。長井市は、も

う今から、私の感覚では、多分ここ20年ぐらい

はほとんど林野関係の対応ができなくて、それ

で、あと、林業で生計を立てている方というの

は、里の木を切るとか、そういった方はいらっ

しゃいますけど、山林を伐採して木材に加工し

たりとか、そういった業として、お仕事として

なさってる方は、２人ぐらい統計上はいらっし

ゃるみたいですが、ほとんどいません。 

 あと、大体区の山があるわけですね、大体ど

こでも、生産森林組合みたいにしているところ

もありますけれども、平野地区の共有地組合さ

ん以外は、ほとんどもう地区で持っておられた

山林の活用というのは、むしろ、今はそれを維

持管理するので、みんな会費を払って、組合費

を払っても、それでも足りないということで、

市に寄附したいというのは、今から10年前ぐら

いたくさんありました。ただ、要は、自分たち

で管理できないから、市にあげるから管理して

くださいということなんですね。そうすると、

行革でしたから、とんでもないと。大変ありが

たいけど、無理ですと、そういうふうに断って

たわけですね。それは自分たちでやってくださ

いよという意味ですよね。 

 そんなことで考えておりますが、しかも、市

の職員の中にも林務経験っていいますか、林務

係って農林課の中にありましたけども、それを
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経験した職員というのは、もう本当に数名しか

いないんですね。しかも、林業者がいない。 

 その中でどうするかといったときに、やっぱ

り私どもとしては、ちょっと後ればせながら、

市の森林利用計画とか、これから森林というの

は、全て活用できると、食料品にもなるんだそ

うです。バイオマスの技術が非常に進んでいる

ので。それはバイオマス発電にも使えますし、

いろんなものに、木材もいろいろ使えますけど

も、それを進めたいんですが、それをやる、産

業化するにはどうするか、そして、それをいか

に活用するかという、やっぱり関係する方たち

にお集まりいただいて、組織化して、やっぱり

目標を立てなきゃいけない、計画を立てなきゃ

いけない。それを、やはり来年度あたりから進

めていきたいと。多分、１年ではできませんの

で、２年、３年かけても、やっぱりしっかり将

来の長井市の森林をどう活用していくかという

目標と計画を立てていかなきゃいけない。 

 問題の財源については、ほとんど期待できま

せん。したがって、今、私どもが考えてるのは

カーボンニュートラルということで、大手企業

さんの、やっぱり社会貢献としての動きが一つ

あります。 

 あともう一つは、その森林を預かって、そし

て、それからいろんな資源を生かして、木材と

かいろんな利用をするということで、それを活

用していただいてる会社ができつつあるんです

ね。ですから、そういったところの両面から、

やはり、長井市内のそれぞれの大字単位で持っ

てる地縁団体の組織の山林だったり、あと個人

としてもぜひ使ってもらいたいとか、そういっ

たことを整理しながら、まず目標を立てていく

と。その後でないと、わざわざ航空測量で

2,000万円、3,000万円ぐらいかかるそうですが、

分析まで含めて、それをやっても、まず測量あ

りきじゃないんですよね、私どもからいえば。

それをやったら、もう大変なことになります。

結局、目的がないうちに取りあえずやっちゃお

うというのは、これは絶対駄目だと思います。 

 したがって、今、置賜地域でやってないのは、

高畠町と、小国町はもう離脱したと、自分たち

でやると、あと白鷹町と長井市です。県のほう

ではやらないかって勧めていただいて、私ども

のほうも、もうこの際やったらいいんじゃない

かというような検討もしたんですが、内部で打

ち合わせして、利用をどうするか、その計画が

ないのに測量ありきはないだろうと。しかも、

今、積み立てして、何年間も積み立てているお

金がゼロになると。じゃあこれからどうするん

ですかと、だから、ちょっと時間をいただきた

いということで考えているところです。 

 したがって、大変ごもっともなご提言ですが、

残念ながら、長井市の状況はそのように、非常

に遅れていますので、これをぜひ挽回すべく、

今後ともご指導いただきながら、確かに治山事

業、これ県ですよ、県にやっていただきたい。

あと砂防堰堤の事業、砂防も、これも県ですよ。

西山はほとんど県の管轄の河川ですから、です

から、本来であれば県でやってくださっていい

んじゃないですかと、そういうふうに思うんで

すが、そんな失礼なことも言えないので、私ど

ものところですから県と一緒になって相談して、

それらの森林をどう生かすか、あわせて、水害

等に対する備えとしての測量をぜひ、できるだ

け早く計画を立ててやっていきたいと思います

ので、ご理解いただきたいと思います。 

 ３点目の主権者教育の一環としての少年議会

について、少年議会は意識を高める主権者教育

の一環ではということで議員から提言ございま

した。 

 これもまたごもっともでございます。平議員

ご存じだと思うんですが、私は平成14年と平成

15年に２回たしか議会で私、議員をさせていた

だいたときに提言させていただいて、当時の目

黒市長並びに議会のほうでご了承いただいて、
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じゃあやってみようということで、平成16年か

ら少年議会を開催いただいたところです。大変

やっぱり少年議会というのは、議員おっしゃる

ような主権者教育の一環として、これはこれで

非常に重要だと思ってます。ただ、16回された

少年議会の状況を見てみますと、子供たち、だ

から少年議員の人たちが、やっぱり一番目の前

のといいますかね、その課題がよく分かってら

っしゃらないんですね、課題が分かってない。

多分生徒会の中で、あるいは指導をする先生と

かもあったと思うんですが、やっぱりどうして

も身の回りのことの意見、提言が多かったです。 

 例えば、自分の通学路のところが非常に暗い

と、外灯をするべきじゃないか。例えば、自分

の高校の前のところの道路が非常に危険だ、こ

れをもう少し丁字路とか何かしたらいいんじゃ

ないかとか。あと、一方では、すごいのが、例

えば幸福論ですよね。その幸福論、幸せの概念

というのは、物資的な、物量的な幸せを求める

のだけではなくて、やっぱり心の幸せを求める

ためにこうすべきだ、ああすべきだ、かなり格

差があったんですね。 

 その点、今回の少年会議、私も拝見して、あ

るいは私が答弁をさせていただいて、大変テー

マを絞って、そして意見を交換しながら、プラ

ス思考でいろんな提案をしていただいたという

のは、極めて、あんまり今までなかったなと思

ってます。なぜかというと、長井市のよいとこ

ろをみんなで議論して、ＳＤＧｓにどういうふ

うにして資するようなまちづくりを提言しよう

かということで、なおかつ市の職員の若手職員

も２人サポートさせていただいて、大変よかっ

たと。 

 したがって、これからは、主催いただいてい

るまちづくり青少年市民会議、青少年市民会議

の役員の皆様とも意見交換したいと思いますが、

両方合わせたような形でやると、より議員の皆

様のというか、少年議員の皆様の意欲といいま

すかね、その議員としての模擬議会ですから、

そういったところでの市全体を見るということ

も経験できますし、あと同時に、長井市の課題

とか、よいところとか、そういったところをい

ろいろ勉強して、少年議会としてやっていただ

くということをぜひ意見交換してお願いしたい

と思っています。 

 なお、200名にわたる過去の議員の皆様、皆

さんそれぞれ住所がなかなか大変だと思ってお

りまして、その住所を調べて連絡させていただ

くだけでも相当な事務量になりますので、この

辺のところは、今後ちょっとそれぞれの学校の

ほうとも相談させていただきながら、また、主

催者のほうとも相談させていただきながら検討

してまいりたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 ちょっとすっきりした答えではなくて恐縮な

んですが、どうぞよろしくお願いいたします。 

○浅野敏明議長 髙橋嘉樹税務課長。 

○髙橋嘉樹税務課長 私からは、問１の（１）の

ご質問についてお答えいたします。 

 空き家対策に係る地方税法の改正でございま

すが、適切な管理が行われていない空き家等が

環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、

環境の保全を図り、あわせて、空き家等の活用

を促進するため、平成26年に空家等対策の推進

に関する特別措置法が制定されました。第２条

第２項におきまして、倒壊等のおそれや著しく

景観を損なっている状態にある空き家につきま

して、特定空家等と定義されているところでご

ざいます。 

 これを受けまして、その除却、適正管理を促

進するため、土地に係る固定資産税、都市計画

税について必要な措置が講じられまして、平成

27年度税制改正におきまして地方税法の改正が

行われたところでございます。改正の内容でご

ざいますが、空家等対策の推進に関する特別措

置法にあります勧告がなされた特定空家等の敷
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地の用に供する土地につきまして、第349条の

３の２で定められております住宅用地特例の適

用対象から除外するというものでございます。 

 住宅用地特例でございますけども、税負担を

特に軽減する必要から、その面積の広さによっ

て、小規模住宅用地と一般住宅用地に分けて特

例措置が適用されております。住宅が建ってい

る土地につきまして、１戸当たり200平方メー

トルまでの部分が小規模住宅用地とされ、課税

標準額について、固定資産税では価格の６分の

１の額、都市計画税では３分の１の額、また、

200平方メートルを超える部分が一般住宅用地

とされまして、課税標準額について、固定資産

税では価格の３分の１の額、都市計画税では３

分の２の額とする特例措置でございます。 

 なお、この住宅用地特例の適用除外を実施し

ている自治体は、全国におきまして、令和３年

度実績で57市町村、県内におきましては、平議

員おっしゃるとおり、実施している自治体はご

ざいません。 

○浅野敏明議長 小林克人建設課長。 

○小林克人建設課長 私からは、問１、空き家対

策に係る住宅用地特例の適用除外について、

（２）老朽危険度判定別空き家等戸数の状況は

及び空家等対策の推進に関する特別措置法の動

向についてお答え申し上げます。 

 空き家等戸数の状況でございますが、令和５

年２月末現在におきまして、空き家台帳の戸数

は455戸、うち修繕がほとんど必要がないＡラ

ンクが50戸、多少の改修工事により再利用が可

能であるＢランクにつきましては167戸、老朽

化が著しいＣランクは192戸、解体等が必要と

思われるＤランクは46戸で、Ｄランクの割合は

10.1％となってございます。 

 次に、法改正の動向でございますが、空家等

対策の推進に関する特別措置法の一部を改正す

る法律案が３月３日に閣議決定されております。 

 なお、今後の国会審議を経ることになります

けれども、閣議決定によりますと、周囲に悪影

響を及ぼす特定空家等の除却等のさらなる促進

に加えまして、周囲に悪影響を及ぼす前の段階

から空き家等の有効活用や適切な管理を確保し、

空き家対策を総合的に強化するものでございま

して、放置すれば特定空家等になるおそれがあ

る空き家等を管理不全空き家等といたしまして、

早い段階から状態が悪化する前の段階で指導・

勧告を可能にし、住宅用地に係る固定資産税の

課税標準の特例措置の対象から除外する内容と

なっております。 

 なお、今後、国の通知等の内容を詳細に確認

してまいりたいと考えてございます。 

○浅野敏明議長 佐々木勝彦農林課長。 

○佐々木勝彦農林課長 私のほうには、問２の森

林資源デジタル化の推進についてということで、

２点ご質問をいただきました。順次お答えいた

します。簡潔にお答えするようにいたします。 

 １つ目の森林環境税及び森林環境譲与税創設

の経緯はという内容でございます。森林の持つ

多面的機能を拡充する、そして、政府が掲げて

おります2050年のカーボンニュートラル達成に

向けまして、森林への期待がますます大きくな

ってきております。 

 一方で、長らく続いた材価の低迷であったり

森林所有者の高齢化、これらによりまして森林

整備の担い手が不足しております。森林の管理

が適切に行われていないという問題が発生して

おります。また、伐採した後に植林がされてな

いという事態も発生しております。さらには、

所有者や境界が分からず、管理が行き届かない

森林が増加している、このような大きな課題に

直面しているというところでございます。 

 そういった背景を受けまして創設されました

のが森林環境税でございます。地球温暖化防止

や災害防止等を図るために、森林整備に必要な

地方財源を国民一人一人がひとしく負担して森

林を支えるという観点から課税されることにな
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りました。令和６年度から個人住民税均等割と

併せて、国税として１人年額1,000円を市町村

が徴収する新たな税ということでございます。 

 一方、国に一旦集められました森林環境税を

市町村や都道府県に再配分し、適切な森林整備

を進める財源が森林環境譲与税でございます。

各市町村、都道府県への譲与税額については、

自治体別の私有林の人工林面積、林業就業者及

び人口に基づいて算出されているものでござい

ます。 

 続きまして、本市への譲与税額と基金積立て

等の状況はにつきましてお答えいたします。譲

与税の使途につきましては、森林環境税及び森

林環境譲与税に関する法律によって定められて

おりまして、本市におきましてもホームページ

において公表させていただいているところでご

ざいます。 

 譲与税額につきましては、令和元年度238万

8,000円、令和２年度につきましては507万

6,000円、令和３年度については505万1,000円

となっておりまして、令和４年度、令和５年度

におきましては、それぞれ予算的には600万円

と見込んでいるところでございます。 

 これまでの主な使途といたしましては、林道

橋の長寿命化計画診断業務委託料、林道補修・

修繕手数料、森林経営管理制度に係ります事前

調査図作成業務委託料、そして経営管理事業等

の費用に当てます森林環境譲与税基金への積立

てなどでございます。 

 森林環境譲与税基金の残高につきましては、

今年度末で1,275万4,000円と見込んでいるとこ

ろでございます。 

○浅野敏明議長 新野弘明地域づくり推進課長。 

○新野弘明地域づくり推進課長 私のほうには、

３番の（１）少年議会から少年会議に変更した

経緯ということでございますが、今回の少年会

議につきましては、長井市まちづくり青少年育

成市民会議の事業といたしまして、２月の12日

に開催されました。 

 この少年会議の事業につきましては、平成16

年度から同団体事業として取り組んできました

少年議会の名称を変更して、今年度実施したも

のでございます。 

 少年議会時代につきましては、コロナ禍でこ

こ２年間実施を見送った経過がございまして、

その間は学校現場からの要望もありまして、同

市民会議事業として、長井北中学校、長井南中

学校それぞれで市長講話を実施いたしました。

市長講話につきましては、今現在、市で取り組

んでいる事業であったり、市の展望なども市長

からお話しいただき、講話後に受講した生徒の

皆さんからは、アンケートをいただいています

けども、市の取組を知ることができてよかった、

自分の市に誇りが持てた等の感想をいただきま

した。 

 新型コロナウイルス感染症も一段落いたしま

して、今回この事業を実施するに当たっては、

まず、学校現場でも市政について、貴重な学び

の機会となる市長講話を継続してほしいという

こと、あと、市でも令和６年度からの第六次総

合計画の策定を行っておりますので、10年後の

長井市を担う若者の声を何かしらの形で吸い上

げ、反映させたかったということ、そして、少

年議会では、少年議員１人が練り上げた質問を

市側に提案いただき、市の幹部が答える形で行

ってきましたが、少年会議では、中学校、高校

生の異年齢で構成されたグループで意見をすり

合わせ、フォロワーとして市職員がサポートし

ながらも、一つの発表として練り上げる、その

過程を大切にいたしまして、その中で自分がで

きることを考え、社会参画を自分ごととして身

につける場として機能させること、そういった

ことを背景理由として今回リニューアルしたと

ころでございます。 

 今回は初めてのことでしたので、次年度に向

けて市民会議のほうと相談しながら、来年度バ
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ージョンアップできるように検討したいと思い

ます。 

○浅野敏明議長 ９番、平 進介議員。 

○９番 平 進介議員 再質問をさせていただき

ます。 

 最初には、その空き家対策でありますが、市

長に、空き家にならないような対策をしていき

たい、これは当然だと思いますし、できるだけ

利活用できるようにしていきたいという、その

思いは分かるわけですけれども、建設課長から

ありましたとおり、２月現在で455戸の空き家

のうち、ランクＡからＤまであって、ランクＤ、

解体が必要なところがもう55戸あるという今の

お話です。その前のＣランクもあるわけですけ

ども、そういった部分については、やはり、特

定空家として、法律でなっている特例への適用

除外の部分については、進めていくべきなので

はないかなと思うわけです。 

 なお、課長からあったとおり、今月の３月３

日の閣議決定で、それだけでなくて、もう管理

不全空き家、その前の段階のものでも適用から

除外するんだという話なんですけども、その前

の段階のこの特定空家の部分、これについては、

やっぱり少しは早めに手続をするべきではない

かと思うわけですが、いかがですか。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 なお検討はしますが、なかなか

当事者は大変だと思います。すごくお金かかる

んですよ。それを勧告をして、固定資産税を３

倍ぐらい、下手すりゃ６倍に上がるわけですよ

ね。そういうことをしときながら、どうしよう

もない。要は、税金も滞納する、そのまま放置

するといううちも当然出てきます。そうなると、

今度はまた別の問題が起きるわけですよね。 

 例えば、今、昔と違って、坪単価の取壊し費

用上がってるじゃないですか。ですから、仮に

30坪ぐらいと言っても、軽く100万円超えるん

ですよね。150万円、200万円までかかる場合も

ある。だから、そういうのを分かっていながら

固定資産税をどんどん上げるというのは、やっ

ぱり私は心苦しい。 

 もっと前の段階から手をつけなきゃいけなか

ったんですが、そうなってしまったので、やっ

ぱりこれは、国の法改正などを待ちながら、何

か手だてを考えていきたいなと思いますので、

ご理解いただければと思います。 

○浅野敏明議長 ９番、平 進介議員。 

○９番 平 進介議員 市長の気持ちは分かりま

す。 

 あと、５年前にもちょっと申し上げたんです

が、特定空家の除却を推進するために、このイ

ンセンティブというかね、ある一定期間、減免

制度を設けるというようなことも一つの方法か

とも思いますし、それから、今あった特定空家

の解体費用、今150万円が限度になってるわけ

ですが、これをもう少し上げて、今150万円だ

と30万円、個人所有者負担になってるわけです

けども、この辺のところなども方法の一つかな

と思うわけですので、併せて検討いただければ

と思います。 

 それから、森林資源デジタル化については、

令和６年度から、実際に今度国税として1,000

円徴収始まるわけですよね。そうすると、市民

も何さ使われてるんだという話にもなってくる

んだと思うんです。少し目に見えるような形の

ところ、市長からは、森林活用金額の目標を立

ててからというお話でもありますが、それもで

きるだけ早急に検討立てていただいて、してい

ただければと思いますが、その辺についてはい

かがですか。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おっしゃるとおりだと思います

が、森林保有税と環境税、やっぱり不満がある

わけですよ。何で人口割で、それが大きいんで

すよ、一番、大都市で森林ないところにもう何

千万円、何億円って行くっておかしいじゃない
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ですか、こういったところもちゃんとやってい

かなきゃいけない。 

 それと、あとは、やっぱりおっしゃることは

分かるんですけどね、まず最初に測量ありきは

ないと。測量は、必要なときにやるべきだと思

います。 

 おっしゃることは分かりますので、やっぱり

いち早くこれ取り組んでいきますので、引き続

き監視、ご指導を賜りたいと思います。 

○浅野敏明議長 ９番、平 進介議員。 

○９番 平 進介議員 やっぱり行政や庁内全体

の情報のデータ化をして、それを共有するとい

うことは、やっぱり行政の大切なところの一つ

でもあるかと……。 

（「データ化するのに相当お金がかかる」の声

あり） 

○９番 平 進介議員 それは分かります。分か

りますが、そういったところもやっぱり職員数、

大変だというふうなお話もさっきありましたの

で、ぜひ検討いただきたいと思います。 

 ３番目の主権者教育の一環として、市長から

もありましたとおり、市長も議会の議員のとき

に、少年議会やったらどうだというふうに提案

された方ですので、少年会議と少し違うところ

は市長もやっぱり分かっていらっしゃると思い

ますので、ぜひ、まちづくり青少年育成市民会

議の皆さんと協議いただきながら、これからど

うされていくのか検討していただければと思い

ます。 

 以上で私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。 

○浅野敏明議長 ここで暫時休憩といたします。 

 再開は、午後３時20分といたします。 

 

 

   午後 ２時５７分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 

 

 

○浅野敏明議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 それでは、市政一般に関する質問を続行いた

します。 

 なお、蒲生光男議員から早退させてほしい旨

の届出がありましたので、ご報告いたします。 

 

 

 鈴木一則議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 順位10番、議席番号１番、鈴木

一則議員。 

  （１番鈴木一則議員登壇） 

○１番 鈴木一則議員 政新長井の鈴木一則です。

今日最後の一般質問となります。よろしくお願

いいたします。 

 厳しい寒波の時期が過ぎ、先週後半より気温

も上昇してきました。今週は４月並みの気温で、

雪解けも一気に進みました。家の近くの田畑も

ところどころ土が見えてまいりました。桜開花

の予想では、東京が３月18日、山形県は４月７

日頃と予想されており、昨年より若干早いかな

という感じです。空も青く広がり、ようやく気

持ちのよい季節の到来が楽しみです。 

 私の質問は２点です。最初の質問は、ＪＲ米

坂線の復旧と公共交通の持つ役割と地域振興に

ついてです。 

 ８月３日から４日にかけた豪雨災害では、米

坂線は未曽有の被害となりました。鉄橋の崩落、

盛土の流出、土砂流入による土木被害は112か

所に上り、通信ケーブルや踏切遮断機などのケ

ーブル断線や破損の被害も出ているということ

です。 

 ＪＲ米坂線の管轄区分が、米沢－今泉間が仙

台総合指令室、萩生駅－坂町駅間が新潟総合指

令室で、今回の被害は新潟の管轄がほとんどと


